
（別添２）注記事項記載例

＜例１＞

1.重要な会計方針

(1)引当金の計上基準
徴収不能引当金

…未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

退職給与引当金
…退職金の支給に備えるため、期末要支給額×××円を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積

額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額の100%を計上している。
(2)その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

…移動平均法に基づく原価法である。
たな卸資産の評価基準及び評価方法

…移動平均法に基づく原価法である。

外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準
…外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長期金銭債権債務

については、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

…リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

…預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。
食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

…補助活動に係る収支は純額で表示している。

2.重要な会計方針の変更等

退職給与引当金について、従来、期末要支給額から私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積

額との繰入れ調整額を加減した金額の50％を計上していたが、教職員の年齢構成、退職予定者数の実態等を勘案
し、当年度から100%計上する方法に変更した。このため、退職給与引当金繰入額は従来の方法によった場合に比

べ、×××円多く計上されている。

3.減価償却額の累計額の合計額 ×××円

4.徴収不能引当金の合計額 ×××円

5.担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土 地 ×××円
建 物 ×××円

定期預金 ×××円

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 ×××円

7.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1)有価証券の時価情報

（単位 円）

当年度（平成××年３月３１日）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの ××× ××× ×××

（うち満期保有目的の債券） （××） （××） (××）

時価が貸借対照表計上額を超えないもの ××× ××× △×××

（うち満期保有目的の債券） （××） （××） （△××）

合 計 ××× ××× ×××

（うち満期保有目的の債券） （××） （××） （××）



(2)デリバティブ取引
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 （単位 円）

当年度（平成××年３月３１日）
対 象 物 種 類

契約額等 契約額等のうち１年超 時 価 評価損益

為替予約取引 売建 米ﾄﾞﾙ ××× ××× ×× ××

金利スワップ取引 受取固定・支払変動 ××× ××× ×× ××

合 計 ××× ××× ×× ××

（注）時価の算定方法
為替予約取引…先物為替相場によっている。

金利スワップ取引…取引銀行から提示された価格によっている。

(3)学校法人の出資による会社に係る事項
当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

①名称及び事業内容 株式会社○○ 清掃・警備・設備関連業務の委託
②資本金の額 ×××円

③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

平成××年××月××日 ×××円 ×××株
④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

×××円
⑤当該会社の債務に係る保証債務 学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

(4)主な外貨建資産・負債

（単位 円）

科 目 外貨建 貸借対照表 年度末日の為替相場 換算差額

計上額 による円換算額

その他の固定資産（定期預金） 米ドル ×× ×× ×× △××

長期借入金 ユーロ ×× ×× ×× ××

(5)偶発債務
下記について債務保証を行っている。

教職員の住宅資金借入 ×××円

役員の銀行借入金 ×××円
Ａ学校法人（姉妹校）の銀行借入金 ×××円

Ｂ社（食堂業者）の銀行借入金 ×××円
理事（又は監事）が取締役であるＣ社の銀行借入金 ×××円

(6)所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとお
りである。

リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品 ××円 ××円
その他の機器備品 ××円 ××円

車 輌 ××円 ××円
(7)純額で表示した補助活動に係る収支

純額で表示した補助活動に係る収支の相殺した科目及び金額は次のとおりである。

（単位 円）

支 出 金 額 収 入 金 額

人件費支出 ××× 補助活動収入（売上高） ×××

管理経費支出（経費支出） ××× 受取利息・配当金収入 ×××
借入金等利息支出 ×× 雑収入 ××

計 ××× 計 ×××

純 額 ××



(8)関連当事者との取引
関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（単位 円）

属 性 役員、 住 所 資本 事業内容 議決 関係内容 取引の 取引 勘定 期末

法人等 金又 又は職業 権の 内容 金額 科目 残高
の名称 は出 所有 役員の 事業上

資金 割合 兼任等 の関係

理事 鈴木 － － Ａ社代表 － － － 資金の貸 ×× 貸付 ××

一郎 取締役 付 金

理事長××が議 Ｂ社 東京都 ×× 不動産の ×％ 兼任 不動産 家賃の支 ×× 敷金 ××

決権の過半数を ××区 賃貸及び １人 の賃貸 払
有している会社 管理他 借契約

の締結

理事 田中 － － － － － － 無償の土 0 － 0

二郎 地使用

（注）貸付金については、市場金利を勘案して貸付利率を合理的に決定している。

(9)後発事象
平成××年５月×日、○○高等学校本館が火災により焼失した。この火災による損害額及び保険の契約金額

は次のとおりである。
（損害額） （契約保険金額）

建 物 ××円 ××円

構築物 ××円 ××円
なお、機器備品の損害額は調査中である。

＜例２＞

1.重要な会計方針

引当金の計上基準
徴収不能引当金

…未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。
退職給与引当金

、 、 。…期末要支給額×××円は 退職金財団よりの交付金と同額であるため 退職給与引当金は計上していない

2.重要な会計方針の変更等 なし

3.減価償却額の累計額の合計額 ×××円

4.徴収不能引当金の合計額 ０円

5.担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。
土 地 ×××円

建 物 ×××円
定期預金 ×××円

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 ×××円

7.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 なし
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